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 　直近の数字となる「平成 28 年度政策コスト分析について」 (3) で日本学生支援機構の政策コストを
みると，1142 億円となっている。内訳を確認すると，1．国からの補助金等 1,162 億円，2．国への
資金移転 0，3．国からの出資金等の機会費用分△ 19 億円となっている。政策コストは 1．マイナ
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となったのは 2016 年 3 月 (4) からである。ところが，日本学生支援機構は機会費用がそれ以前から
マイナスとなっている。これは，「なお，上の例に関し，10 年後に事業収益によって生じた剰余金












 　二つの点で，機構は財投機関として優等生である。一つは，平成 19 年度には 3,428 億円であっ
た政策コストが，平成 28 年度には 1,142 億円と激減していることである。しかも，この間奨学金







 　機構の利益剰余金は発足年度の平成 16 年度では約 14 億円だったが，平成 19 年度には約 118 億















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 　さらに，延滞金収入は約 12 億円から平成 26 年度には約 47 億円を記録して，その後，見込み金










代位弁済が始まり，3件，200 万円の金額が計上されている。この後，平成 26 年度には 6,848 件，
144 億 1,400 万円が記録されている。一件当たり約 210 万円である。注目すべきは，平成 20 年度か
ら平成 21 年度にかけて，268 件，3億 4900 万円であったのが，1,929 件，31 億 3,200 万円と急増し




 　機構の平成 21 年度の年報による「「奨学金の返還促進に関する有識者会議」の提言（平成 20 年
6 月）を踏まえ，平成 22 年 2 月から，振替不能 4回目以降のものを対象に，債権回収の委託を実
施した（委託期間　平成 22 年 2 月～ 7月）。平成 22 年 2 月および 3月実施開始分における平成 21
年度中の回収状況は，回収件数は委託件数 6,318 件に対し 1,422 件，回収金額は請求金額 3億 4,773
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括返済します」 (8) とあるが，この一定期間については別途「奨学規定」に明示されている。 
 　「（保証機関への履行請求）第 41 条第 5条第 1項第 2号の保証を受ける要返還者が返還期限到来
の日（期限の利益喪失日を含む。）から 12 月を経過してもなおその債務の全部又は一部の履行をし
ないときは，機構は保証機関に対して保証の履行を求めるものとする。ただし，特別の事由により
必要があるときは 12 月を経ずして保証の履行を求めることができる。」 (9) というものであるが，延
滞した日から 1年で代位弁済を自動的に実行していたら，ここで計上されている金額では収まらな
い。 
 　財務省理財局監査はさらに厳しい。平成 20 年 2 ～ 3 月実施に実施された監査における指摘事項
として，機関保証制度について下記のように指摘されている。 
 　「○（財）日本国際教育支援協会に対する代位弁済請求について，18 年度の実績が 11 件，7百万
円（第一種学資金を含む。）に留まっているが，請求の対象となる債権（履行遅延が 1年に達した
債権）であるにもかかわらず，債務者に対する督促が不十分であること等，協会への請求要件を具
備せず請求に至っていない債権（以下「請求未了債権」という。）797 件，債権額 1,021 百万円（20
















契約方式で，契約金額は 104,185,284 円となっている。意訳内容は，予定回収率：12.0％として， 
 ①回収率実績 12％未満～ 10％以上：6.75％ 
奨学金事業の政策コストとは何か
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 ②回収率実績 10％未満：6.5％ 
 ③返還期限猶予願送付手数料：200 円 / 件 
 ④訪問に対する手数料：7,000 円 / 件 
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 What is the Cost of the Scholarship Project Policy? 
 Takeo SHIBATA 
 Abstract 
 　 This paper questions the calculation of the cost of the policy of the Scholarship Project run 
by the Ministry of Finance Bureau of the Ministry of Finance in its support of the Japan Student 
Services Organization through national taxes and subsidies. While the scale of the operation of 
the Scholarship Project of the Japan Student Services Organization is expanding, the amount of 
national taxes used to support the Scholarship Project continues to decline, even though the 
money is used to support honor students through the Fiscal Investment and Loan Program 
(FILP). However, a profit is made by the Scholarship Project, and the source of this profit is in-
terest from scholarships and a fine for late payment of any fees involved. The purpose of the Ja-
pan Student Services Organization is “to develop a school environment in which subjects can be 
learned with confidence”, but if the severity of the demand for repayment of the scholarships 
serves only to reduce the cost of running the Scholarship Project, the merit and validity of the 
Scholarship Project need to be questioned. 
 Key words:  the policy cost, Ministry of Finance Bureau of Finance, Fiscal Investment and Loan 
Program (FILP), the Scholarship Project, Japan Student Services Organization 
